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（単位：千円）

科  目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部
　１．流動資産
　　　　現金 47,820 42,030 5,789
　　　　預金 23,596,003 26,805,897 △ 3,209,893
　　　　未収金 4,251,590 4,121,057 130,533
　　　　未収収益 64,934 45,531 19,403
　　　　有価証券 2,835,793 - 2,835,793
　　　　貯蔵品 158,715 162,014 △ 3,299
　　　　前払費用 1,607,144 442,316 1,164,827
　　　　仮払金 3,218 1,742 1,475
　　　　貸倒引当金 △ 27,600 △ 24,080 △ 3,519
　　　流動資産合計 32,537,620 31,596,509 941,110
　２．固定資産
　　（１）特定資産
　　　　退職給付引当資産 10,979,743 11,336,501 △ 356,757
　　　　役員退職手当引当資産 25,727 22,877 2,849
　　　　減価償却引当資産 12,260,014 11,594,296 665,717
　　　　施設･機器改善積立資産 5,468,720 4,205,226 1,263,494
　　　特定資産合計 28,734,206 27,158,902 1,575,304
　　（２）その他固定資産
　　　　建物 6,431,485 6,632,993 △ 201,508
　　　　構築物 188,488 197,662 △ 9,173
　　　　機械装置 42,640 48,292 △ 5,652
　　　　車両運搬具 3,948,859 3,827,403 121,456
　　　　工具器具備品 998,260 1,138,498 △ 140,237
　　　　リース資産 466,477 642,511 △ 176,034
　　　　土地 9,844,286 9,844,286 -
　　　　建設仮勘定 898,783 333,476 565,307
　　　　電話加入権 2 2 0
　　　　施設利用権 2,460 2,337 122
　　　　ソフトウェア 2,911,980 3,761,061 △ 849,080
　　　　ソフトウェア仮勘定 11,334,245 5,982,102 5,352,143
　　　　投資有価証券 36,930,856 39,580,856 △ 2,650,000
　　　　子会社株式 36,793 36,793 -
　　　　長期未収金 2,300 2,600 △ 300
　　　　長期貸付金 150,370 164,784 △ 14,414
　　　　長期前払費用 90,241 57,369 32,872
　　　　前払年金費用 1,031,338 577,538 453,799
　　　　敷金保証金 1,499,615 1,511,461 △ 11,846
　　　その他固定資産合計 76,809,484 74,342,030 2,467,453
　　　固定資産合計 105,543,691 101,500,933 4,042,757
　　　資産合計 138,081,311 133,097,443 4,983,868
Ⅱ　負債の部
　１．流動負債
　　　　未払金 4,301,122 3,846,719 454,402
　　　　未払費用 1,052,607 971,358 81,248
　　　　リース債務 250,357 241,901 8,455
　　　　前受金 1,502 1,783 △ 280
　　　　未経過会費 39,732,324 39,344,043 388,281
　　　　預り金 190,407 168,028 22,378
　　　　賞与引当金 2,539,065 2,375,196 163,869
　　　　資産除去債務 86,779 95,081 △ 8,301
　　　流動負債合計 48,154,166 47,044,112 1,110,053
　２．固定負債
　　　　リース債務 217,141 402,349 △ 185,207
　　　　退職給付引当金 10,979,743 11,336,501 △ 356,757
　　　　役員退職手当引当金 25,727 22,877 2,849
　　 資産除去債務 8,683 2,170 6,512
　　　固定負債合計 11,231,296 11,763,900 △ 532,603
　　　負債合計 59,385,463 58,808,012 577,450
Ⅲ　正味財産の部
　１．一般正味財産 78,695,848 74,289,430 4,406,418
　　　（うち特定資産への充当額） (17,728,735) (15,799,523) 1,929,212
　　　正味財産合計 78,695,848 74,289,430 4,406,418
　　　負債及び正味財産合計 138,081,311 133,097,443 4,983,868
(注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載している。

貸　借　対　照　表
2023年3月31日現在
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正　味　財　産　増　減　計　算　書
２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで

(単位：千円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（１）経常収益
特定資産運用益 51,769 47,269 4,499
受取利息 51,769 47,269 4,499

受取入会金 1,506,227 1,565,628 △ 59,401
入会金 1,506,227 1,565,628 △ 59,401

受取会費 65,843,897 65,394,046 449,851
会費収入 65,843,897 65,394,046 449,851

事業収益 4,600,149 4,358,343 241,806
ロードサービス料収入 1,671,511 1,621,430 50,081
モータースポーツ収入 396,558 343,033 53,524
物品販売収入 1,071,323 1,130,041 △ 58,718
手数料収入 1,115,368 1,090,420 24,948
国際業務収入 316,573 145,825 170,748
会員証再発行料収入 3,376 384 2,992
催し物収入 25,438 27,208 △ 1,770

雑収益 334,276 293,871 40,404
受取利息 88,451 78,048 10,403
雑収入 245,824 215,822 30,001

経常収益計 72,336,318 71,659,158 677,160
（２）経常費用
事業費 57,106,122 60,358,803 △ 3,252,681
給料手当 13,623,108 13,712,543 △ 89,434
役員報酬 34,492 37,370 △ 2,878
賞与 2,217,931 2,111,582 106,349
賞与引当金繰入 2,232,296 2,080,554 151,742
退職給付費用 975,574 1,014,182 △ 38,607
役員退職手当引当金繰入 2,752 3,042 △ 289
法定福利費 2,908,942 2,854,441 54,500
厚生費 505,996 533,898 △ 27,901
臨時雇賃金 3,165,852 3,122,757 43,094
貸倒引当金繰入 27,600 24,080 3,519
自動車燃料費 630,991 598,193 32,798
自動車修理費 423,198 385,198 38,000
自動車保険料 51,258 88,238 △ 36,979
自動車税 69,102 65,710 3,392
自動車借上料 11,234 12,998 △ 1,764
宣伝普及費 1,220,080 999,468 220,612
電算費 1,294,277 1,102,881 191,396
賃借料 1,212,163 1,202,809 9,354
仕入税額調整損 2,846,781 2,952,011 △ 105,230
印刷費 3,092,840 4,608,640 △ 1,515,800
被服費 161,206 155,849 5,356
物品製作費 694,643 749,069 △ 54,425
催事開催費 27,646 28,486 △ 840
会議費 37,187 20,442 16,744
支払手数料 2,063,584 2,059,191 4,392
建物減価償却費 196,358 212,262 △ 15,904
構築物減価償却費 12,320 15,366 △ 3,046
機械装置減価償却費 6,741 8,812 △ 2,070
自動車減価償却費 1,188,009 1,214,397 △ 26,388
工具器具備品減価償却費 344,908 357,687 △ 12,778
ソフトウェア減価償却費 1,086,722 1,108,515 △ 21,793
リース資産減価償却費 190,746 177,226 13,520
保険料 37,829 37,859 △ 29
営繕費 169,983 135,564 34,418
光熱水道費 287,007 239,833 47,173
図書費 8,974 9,034 △ 59
消耗品費 299,853 265,231 34,622
備品費 43,569 27,493 16,076
旅費交通費 459,062 409,423 49,639
電話料 282,232 273,622 8,609
通信運搬費 3,573,256 6,547,975 △ 2,974,718
租税公課 23,833 30,806 △ 6,972
渉外費 154,982 57,654 97,328
職員教育費 79,509 62,779 16,729
諸報酬 333,855 200,645 133,209
委託費 8,512,164 8,160,135 352,029
雑費 283,454 282,831 623

科     目 当年度 前年度 増減
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正　味　財　産　増　減　計　算　書
２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで

(単位：千円）

科     目 当年度 前年度 増減

管理費 10,835,829 8,343,074 2,492,755
給料手当 1,694,689 1,752,190 △ 57,501
役員報酬 103,476 93,432 10,044
賞与 308,662 305,871 2,790
賞与引当金繰入 306,768 294,641 12,127
退職給付費用 131,271 142,200 △ 10,929
役員退職手当引当金繰入 8,258 7,607 650
法定福利費 421,443 416,514 4,928
厚生費 249,461 253,160 △ 3,699
臨時雇賃金 109,555 87,559 21,996
自動車燃料費 6,204 5,489 714
自動車修理費 5,838 5,581 256
自動車保険料 708 3,806 △ 3,097
自動車税 3,791 3,780 11
自動車借上料 2,136 1,934 201
電算費 3,177,089 1,283,847 1,893,242
賃借料 405,774 401,672 4,102
仕入税額調整損 1,078,189 623,150 455,038
印刷費 10,961 10,931 30
被服費 100 33 66
会議費 34,888 23,808 11,079
支払手数料 36,518 31,132 5,386
建物減価償却費 172,242 169,501 2,740
構築物減価償却費 7,663 7,653 10
機械装置減価償却費 2,295 2,304 △ 8
自動車減価償却費 28,218 27,694 523
工具器具備品減価償却費 106,746 164,920 △ 58,173
ソフトウェア減価償却費 270,440 520,551 △ 250,111
リース資産減価償却費 70,786 75,240 △ 4,453
施設利用権減価償却費 277 300 △ 23
保険料 16,968 19,214 △ 2,246
営繕費 145,176 115,353 29,822
光熱水道費 43,674 29,924 13,749
図書費 8,903 8,720 182
消耗品費 40,102 29,858 10,244
備品費 9,268 13,519 △ 4,250
旅費交通費 59,135 49,323 9,812
電話料 28,492 25,299 3,193
通信運搬費 38,916 36,354 2,561
租税公課 174,463 168,315 6,147
渉外費 118,817 58,693 60,123
職員教育費 146,987 118,792 28,195
諸報酬 1,112,252 803,044 309,207
委託費 17,511 2,375 15,135
雑費 120,698 147,766 △ 27,067

経常費用計 67,941,952 68,701,877 △ 759,925
評価損益等調整前当期経常増減額 4,394,366 2,957,280 1,437,085

当期経常増減額 4,394,366 2,957,280 1,437,085
２．経常外増減の部
（１）経常外収益

固定資産売却益 58,752 143,218 △ 84,465
受取賠償金 12,802 - 12,802
雑益 18,715 9,729 8,985

経常外収益計 90,270 152,947 △ 62,677
（２）経常外費用

固定資産売却損 3,919 27,007 △ 23,087
固定資産除却損 44,887 24,438 20,448
雑損 29,411 23,458 5,953

経常外費用計 78,218 74,904 3,314
当期経常外増減額 12,051 78,043 △ 65,991
当期一般正味財産増減額 4,406,418 3,035,323 1,371,094
一般正味財産期首残高 74,289,430 71,254,106 3,035,323
一般正味財産期末残高 78,695,848 74,289,430 4,406,418

Ⅱ　指定正味財産増減の部 - - -
Ⅲ　正味財産期末残高 78,695,848 74,289,430 4,406,418
(注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載している。

3



１ 継続組織の前提に関する注記

継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２ 重要な会計方針

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。

② 子会社株式・・・原価法によっている。

③ その他有価証券（市場価格のないもの）・・・原価法によっている。

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・最終仕入原価法によっている。

(３) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）については、定額法を採用している。

② ソフトウェアについては、定額法を採用している。

③ リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

(４) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

未収金の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上する方法によっている。

② 賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上している。

③ 退職給付引当金

④ 役員退職手当引当金

役員の退職手当の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

(５) 消費税等の会計処理

税抜方式による。仕入税額控除不能額は、経常費用（事業費・管理費）に仕入税額調整損として計上している。

３ 特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

退職給付引当資産 11,336,501 619,786 976,544 10,979,743

役員退職手当引当資産 22,877 11,011 8,161 25,727

減価償却引当資産 11,594,296 2,327,038 1,661,320 12,260,014

施設・機器改善積立資産 4,205,226 5,468,720 4,205,226 5,468,720

合計 27,158,902 8,426,556 6,851,252 28,734,206

４ 特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：千円）

科目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

退職給付引当資産 10,979,743 － － (10,979,743)

役員退職手当引当資産 25,727 － － (25,727)

減価償却引当資産 12,260,014 － (12,260,014) －

施設・機器改善積立資産 5,468,720 － (5,468,720) －

合計 28,734,206 － (17,728,735) (11,005,471)

財務諸表に対する注記

「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）に準拠して作成している。

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上している。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっている。
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間の一定の年数（３年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。
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５ 固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：千円）

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 15,396,837 8,965,352 6,431,485

構築物 1,113,245 924,756 188,488

機械装置 384,967 342,326 42,640

車両運搬具 11,937,405 7,988,545 3,948,859

工具器具備品 4,143,501 3,145,240 998,260

リース資産 1,253,332 786,854 466,477

合計 34,229,289 22,153,077 12,076,212

６ 金融商品関係

(１) 金融商品の状況に関する事項

①

②

③

(２) 金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

科目 貸借対照表計上額 時価 差額

① 預金 16,396,003 16,396,003 －

② 定期預金 26,820,000 26,820,000 －

③ 投資有価証券 48,870,000 48,602,630 267,370

合計 92,086,003 91,818,633 267,370

(注１)　金融商品の時価の算定方法に関する事項

① 預金

預金は短期間で決済されるため、時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっている。

② 定期預金

③ 投資有価証券

金融商品に対する取組方針

金融商品のリスクに係る管理体制

資金運用については、リスクの低い商品に限定しており、預金、定期預金、社債及び譲渡性預金によっている。

投資有価証券は、社債及び譲渡性預金であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。

金融商品の内容及びそのリスク

金融商品の貸借対照表計上額、時価及び差額は、次のとおりである。

金融商品の取引については、財産管理運用規程及び運用財産取扱要領によっており、その運用状況については資金運用
委員会および理事会に定期的に報告を行っている。

定期預金は、貸借対照表の預金及び特定資産に含まれている。時価は、短期間で決済されるため、帳簿価額にほぼ等し
いことから当該帳簿価額によっている。

投資有価証券は、貸借対照表の有価証券、特定資産及び投資有価証券に含まれている社債及び譲渡性預金である。社債
及び長期の譲渡性預金の時価については、日本証券業協会又は取引金融機関から提示された価額によっている。また、
短期の譲渡性預金は１年以内で決済されるため、時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっている。

(注２) 非上場株式（貸借対照表計上額10,856千円）は、市場価格がないため、「③投資有価証券」には含めていない。
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７ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：千円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

ＮＴＴファイナンス株式会社社債 1,000,000 997,000 △ 3,000

いちごオフィスリート投資法人社債 1,000,000 987,800 △ 12,200

オリックス銀行株式会社社債 800,000 796,080 △ 3,920

ケネディクス・オフィス投資法人社債 2,000,000 1,997,800 △ 2,200

ケネディクス商業リート投資法人社債 1,000,000 998,600 △ 1,400

住友三井オートサービス株式会社（ＧＢ） 200,000 199,540 △ 460

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス社債 500,000 499,550 △ 450

ソフトバンク株式会社社債 1,500,000 1,488,150 △ 11,850

大和証券オフィス投資法人社債（ＧＢ） 800,000 797,920 △ 2,080

株式会社日産フィナンシャルサービス社債 500,000 492,910 △ 7,090

日本生命保険相互会社社債 900,000 897,030 △ 2,970

パークレイズ・バンク・ピーエルシー社債 1,000,000 861,800 △ 138,200

ヒューリックリート投資法人社債（ＧＢ） 500,000 499,100 △ 900

株式会社みずほフィナンシャルグループ社債 1,000,000 998,130 △ 1,870

三井住友海上火災保険株式会社社債 1,000,000 996,500 △ 3,500

三井住友信託銀行株式会社社債 1,800,000 1,792,530 △ 7,470

三井住友ﾄﾗｽﾄ・ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾌｧｲﾅﾝｽ株式会社社債 700,000 697,970 △ 2,030

三井住友トラスト・ホールディング株式会社社債 800,000 799,270 △ 730

三井住友フィナンシャル＆リース株式会社社債 2,800,000 2,783,440 △ 16,560

三菱UFJリース株式会社社債 1,000,000 994,100 △ 5,900

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社社債 1,000,000 978,100 △ 21,900

富士フイルムホールディングス株式会社社債（ＳＢ） 700,000 693,910 △ 6,090

ソニーフィナンシャルグループ株式会社社債 1,000,000 996,300 △ 3,700

三菱地所株式会社社債 1,000,000 996,100 △ 3,900

三菱HCキャピタル株式会社社債 1,000,000 991,000 △ 9,000

日本郵政株式会社社債（ＧＢ） 200,000 198,900 △ 1,100

グローバル・ワン不動産投資法人社債 1,000,000 996,000 △ 4,000

東日本高速道路株式会社社債 500,000 499,900 △ 100

東日本旅客鉄道株式会社社債（ＳＢ) 600,000 607,200 7,200

譲渡性預金 21,070,000 21,070,000 －

合計 48,870,000 48,602,630 △ 267,370

８ 退職給付関係

(１) 採用している退職給付制度の概要

(２) 退職給付債務に関する事項 （単位：千円）

① 退職給付債務 △ 20,057,196

② 年金資産 11,969,721

③ 未積立退職給付債務 △ 8,087,474 ③＝①＋②

④ 未認識数理計算上の差異 △ 1,860,930

⑤ 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △ 9,948,405 ⑤＝③＋④

⑥ 退職給付に係る負債 △ 10,979,743

⑦ 退職給付に係る資産 1,031,338

⑧ 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △ 9,948,405 ⑧＝⑥＋⑦

(３) 退職給付費用に関する損益 （単位：千円）

① 勤務費用 1,124,961

② 利息費用 45,619

③ 期待運用収益 △ 220,264

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △ 230,793

⑤ 小計 719,522 ⑤＝①＋②＋③＋④

⑥ 確定拠出年金拠出額 387,323

⑦ 退職給付費用 1,106,846 ⑦＝⑤＋⑥

退職給付制度については、退職一時金制度及び確定給付型企業年金制度並びに確定拠出型退職給付制度を採用している。
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(４) 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。

① 一般勘定 35.5%

② 債券 32.7%

③ 株式 23.3%

④ その他 8.5%

⑤ 合計 100.0%

(５) 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

(６) 数理計算上の計算基礎に関する事項

① 割引率 1.5%

② 長期期待運用収益率 1.75%

９ リース取引関係

ファイナンス・リース取引関係
所有権移転外ファイナンス・リース取引
主として電子機器等の工具器具備品である。

１０ 資産除去債務関係
当法人は、不動産賃貸借契約を建物所有者との間で締結しており、一部の事業所の退去時に原状回復に係る債務が生じる可
能性があるが、将来退去する予定がなく賃借資産の使用期間も明確でないことから、資産除去債務の合理的な見積りが困難
であるため資産除去債務を計上していない。

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産か
らの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮している。
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附属明細書

１　特定資産の明細

　財務諸表に対する注記３に記載している。

２　引当金の明細

（単位：千円）

目的使用 その他

賞与引当金 2,375,196 2,539,065 2,375,196 － 2,539,065

退職給付引当金 11,336,501 619,786 976,544 － 10,979,743

役員退職手当引当金 22,877 11,011 8,161 － 25,727

貸倒引当金 24,080 27,600 21,191 2,889 27,600

(注)貸倒引当金の当期減少額（その他）は、期首残高の洗替による取崩しである。

科目 期首残高 当期増加額

当期減少額

期末残高
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監事監査報告書 

２０２３年５月２３日

一般社団法人 日本自動車連盟

代表理事（会長）坂口 正芳 殿

監事  鈴木 雅文

監事  田中 正繼

私たち監事は、２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの２０２２年度の理

事の職務の執行について監査を行いました。一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

第９９条第１項の規定に基づき本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１ 監査の方法及びその内容

私たち監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集に努めると共に理

事会に出席し、理事等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、当該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。

また、会計監査人から、監査手続等の報告を受け、会計監査人が独立の立場を保持

し、かつ、適正に監査を行っていることを確認し、必要に応じて説明を求め、当該事

業年度に係る計算書類及びその附属明細書について検討いたしました。

２ 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告は、法令及び定款に従い、当連盟の状況を正しく示しているものと認め

ます。

② 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

③ 事業報告に記載されている法人の業務の適正を確保するための体制に関する内容

は相当であると認めます。また、体制下の理事の職務執行についても指摘すべき事

項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は、相当であると認めま

す。

以 上
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